
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資 料 ３  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

次期計画の策定予定及び各種実態調査の結果に 

ついて 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北九州市保健福祉局 



 

保健福祉局長寿社会対策課 
 

「令和４年度 北九州市高齢者等実態調査」について 
 
 

１ 調査目的     

北九州市に在住する高齢者等の保健福祉に関するニーズ、意識及び実態を把握するこ

とで、今後の高齢社会対策を進めるうえでの基礎資料を得ることを目的に実施。 

 

２ 調査実施期間   

令和４年１２月１６日～令和５年１月１０日 

 

３ 調査方法     

郵送配布・郵送回収法  

※若年者（４０～６４歳）については、インターネットによる回答も活用 

 

４ 調査対象者等 

（一般編、圏域（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）編）調査対象・人数・有効回答率 

対象区分 

（市内在住の６５歳以上の者。ただし、若年者は除く）
調査人数

有効 

回答数 

有効 

回答率

一

般

編 

■一般高齢者（要支援・要介護の者を除く） 3,000 人 1,686 人 56.2%

■要支援・要介護の者 在宅高齢者 3,600 人 1,230 人 34.2%

■要介護の者 施設入所者 600 人 270 人 45.0%

■若年者（４０～６４歳） 3,000 人 1,102 人 36.7%

圏

域

編 

■一般高齢者（要支援・要介護の者を除く） 5,000 人 3,050 人 61.0%

■要支援者（要支援１及び２） 5,000 人 3,071 人 61.4%

※それぞれの区分ごとに、無作為抽出により調査対象者を選定。 

※「圏域（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）編」は保健福祉局介護保険課が調査を実施。 

 

５ 調査項目について 

（１）主な調査内容 

  介護予防、生きがい・社会参加、認知症、権利擁護、介護保険、介護者の状況等に関す

るもの 
 
（２）主な新規設問等 

・人生会議（ACP）の実施状況の把握のための設問 

・フレイルの認知度把握のための設問 

 ・通いの場への新型コロナによる参加頻度の変化把握のための設問 

 ・インターネット等の活用状況の把握のための設問 

 ・介護離職の把握のための設問 

 ・介護や福祉の相談方法のニーズを把握するための設問 

 ・介護者が介護の仕方で困っていることを把握するための設問 

 

６ 調査結果について 

  現在、調査結果を集計・分析中であり、令和５年５月頃に常任委員会へ報告予定。 
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「（仮称）第３次北九州市いきいき長寿プラン」の策定について 
 
 

本市の保健・医療・福祉などの高齢者施策を総合的に推進する「第２次北九州市いきいき

長寿プラン」が令和５年度で終了することから、令和６年度以降の計画となる「（仮称）第３

次北九州市いきいき長寿プラン」を策定するもの。 

 

１ 計画の位置づけ 

〇 法定計画として策定 

・老人福祉法に規定されている「老人福祉計画」  

・介護保険法に規定されている「介護保険事業計画（第９期）」  

・厚生労働省が策定した「認知症施策推進総合戦略」及び「認知症施策推進大綱」に沿って、

本市独自の方策を加えた「北九州市認知症施策推進計画 （通称：北九州市オレンジプラン）」  

・成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく「北九州市成年後見制度利用促進計画」  

〇 本市の基本構想・基本計画に基づく分野別計画であり、上位計画である地域福祉計画「北

九州市の地域福祉」を基盤として、策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

  令和６年度～令和８年度（３年間） 

 

３ 計画の策定について 

  計画の策定にあたっては、高齢者の支援と介護の質の向上を図るために、保健・医療・

福祉関係者、学識経験者、市民代表で構成、設置している「北九州市高齢者支援と介護の

質の向上推進会議」の意見を聴きながら検討を進める。 

 

４ 計画策定のスケジュール（予定） 

○ 令和５年６月～       会議の開催・意見聴取 

○ 令和５年１１月～１２月   常任委員会報告（計画素案） 

○ 令和５年１２月       パブリックコメントの実施 

○ 令和６年 ２月       常任委員会報告（パブコメ結果・計画最終案）      

市基本構想・基本計画 

２



 
 

 

 

「令和４年度北九州市障害児・者等実態調査」の結果等について 

１ 目  的 

令和５年度に策定する「（次期）北九州市障害者支援計画」の基礎資料とするととも

に今後の障害福祉施策の参考とするため、市内に在住する障害児・者に対して、生活

実態やサービス利用状況等についての調査を実施。 

また、市民に対して、障害のある方への理解や関心の程度等の調査を実施。 

 

２ 調査方法 

① 郵送によるアンケート形式（同封の返信用封筒にて回収）【令和４年９月】 

② 調査員による聞き取り調査【令和４年９～１０月】 

③ 市政モニターアンケート【令和４年１０月】 

 

３ 調査対象 

（１） 郵送による調査 
・ 身体障害のある人、知的障害のある人、障害のある子ども、精神障害のある人、  

発達障害のある人及び難病患者を対象として実施。 

・ 身体障害のある人、知的障害のある人、精神障害のある人、障害のある子どもは各

手帳所持者から無作為抽出。 

（精神障害のある人は、自立支援医療（精神通院医療）受給者を含む。） 

・ 発達障害のある人は、関係団体からの推薦に加え、市立小中学校特別支援学級保護

者に対して協力を依頼。また、発達障害者支援センター「つばさ」の主催事業や  

地域活動センターにおいて協力を依頼。 

・ 難病患者は、特定医療・障害福祉サービスを受給している人から無作為抽出。 
 

【回収状況】 

対象区分 調査人数 回収数 回収率 

身体障害 ２，１９８人 ９４１人 ４２．８％

知的障害 ９９３人 ３４２人 ３４．４％

精神障害 １，５００人 ５３３人 ３５．５％

子ども ４００人 １６７人 ４１．８％

発達障害 １５３人 １０４人 ６８．０％

 難病患者 ３９７人 １９３人 ４８．６％

合計 ５，６４１人 ２，２８０人 ４０．４％
・  

 

（２） 調査員による聞き取り調査 
市内在住の障害福祉サービス提供施設を利用している身体障害のある人、知的 

障害のある人、精神障害のある人、発達障害のある人に実施。 

身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 合計 

２５人 ２５人 ２５人 ２５人 １００人 

 

（３） 市政モニターアンケート（障害福祉施策について） 
調査票の郵送及びインターネットにより障害のある人への理解や関心の程度等の

調査を実施。回答者１４２名。 

 

３



 
 

４ 主な調査結果 

（１）郵送による調査 
  (ア）暮らしの状況 

   ・身体障害のある人、知的障害のある人、精神障害のある人と難病患者は、５～７

割が家族と暮らしている。 

 

   ・主たる介助者の年齢は身体障害のある人と知的障害のある人は６０代、精神障害

のある人と難病患者は５０代、障害のある人本人の年齢が低い障害のある子ども

と発達障害のある人は４０代が最も多い。 

 

   ・新型コロナウイルス感染症の影響について、障害種別に関わらず、「人との交流、

社会参加の機会が減った」や「精神的な負担が増加した」という人が多い。 

     

（イ）収入の状況 

    ・月の収入額は、身体障害のある人と難病患者の半数が１０万円以上で、知的障害

のある人の約７割、精神障害のある人の約６割が１０万円未満である。 

  

  （ウ）仕事について 

・各障害種別で、約４～５割が就労中。身体障害のある人と難病患者では、４割程

度が正規雇用で最も多い。１週間あたりの平均勤務時間が 20 時間未満の割合は、

平成 28 年度調査と比較して、身体障害のある人は２割から３割へ、精神障害の

ある人が３割から６割に増加した一方、難病患者は４割から２割に減少している。 

 

（エ）学校や教育について 

    ・障害のある子どもの５割、発達障害のある人の２割が学校卒業後の進路に不安を

感じている。 

      

  （オ）生活に関する悩みなどの相談について 

    ・いずれの障害種別も相談相手として「家族や親せき」が最も多く、相談機関に求

めるものとして、５割程度が「気軽に相談できる窓口」を挙げている。 

   

（カ）障害福祉サービスの利用について 

障害種別 現在利用しているサービス 将来利用したいサービス 

身体障害 
日常生活用具の給付 （23.3%） 日常生活用具の給付 （25.8%）

居宅介護 （18.6%） 居宅介護 （15.0%）

知的障害 
計画相談支援 （34.2%） 計画相談支援 （26.9%）

就労継続支援 （25.1%） 就労継続支援 （23.4%）

精神障害 
計画相談支援 （37.3%） 計画相談支援 （32.8%）

就労継続支援 （20.8%） 就労継続支援 （25.9%）

子ども 
放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ （61.7%） 放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ （69.5%）

計画相談支援 （59.3%） 計画相談支援 （59.9%）

発達障害 
放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ （69.6%） 放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ （62.3%）

計画相談支援 （45.2%） 計画相談支援 （45.2%）

難病患者 
計画相談支援 （17.1%） 計画相談支援 （15.5%）

日常生活用具の給付 （14.0%） 日常生活用具の給付 （14.5%）

・平成 28 年度調査と比較して、障害のある子どもと発達障害のある人について、

「放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ」を「現在利用している」が４割から６割、４割から７割に、

「将来利用したい」が１割から７割、１割から６割に大きく増加。 

 

４



 
 

 （キ）災害時の対応について 

・災害情報の入手方法は、「テレビ・ラジオ」が５割程度と多く、「インターネット、

防災メール」と答えた人が障害種別に関わらず増加しており、知的障害のある人、

障害のある子どもや発達障害のある人は「家族や友人、近所の人」が最も多い。 

  

・避難場所については、各障害種別で約４～６割程度の人が知っており、平成 28 年

度調査と比較し、難病患者を除き増加している。また、知的障害のある人、障害の

子ども、発達障害のある人では、５割以上が「一人では避難できない」と回答して

いる。 

 

（ク）障害のある人の人権や差別問題について 

  ・「差別を受けたり、いやな思いをしたことがある」と回答した人は、各障害種別で

約３～６割となっており、約２割～６割であった平成 28 年度調査と比較すると発達

障害のある人を除いて増加している。 

    

   ・差別解消のための必要な取組として、障害種別に関わらず「学校の授業などで福

祉の学習をする」が一番多い。 

 

（２）調査員による聞き取り調査 
障害福祉サービスの利用に関することについて、良い点として「相談ができた」「生活

が整った」などの声があった一方、「施設の設備や備品の改善」「支援時間が少ない」な

ど改善要望もあった。 

 

（３）市政モニターアンケート（障害福祉施策について） 
 （ア）障害のある人への理解や関心について 

・障害のある人に接したり交流したりした経験のある人は約８割で、障害福祉への関

心度は「たいへん関心がある」は２割で「ある程度関心がある」は６割であった。 

   

・障害のある人に対する差別や偏見などを感じることがある人は、「よく感じること

がある」と「ときどき感じることがある」を合わせると各障害種別で４～５割とな

っている。 

 

 （イ）本市の障害福祉施策の取組みについて 

・障害のある人の意欲や能力に応じた多様な就業機会が確保されてきたと「感じてい

る」は４割、「感じていない」は１割であった。 

 

・障害者差別解消法や本市の障害者差別解消条例について「知っている」は４割であ

り、「知らない」は６割であった。 

 

・障害や障害のある人に対する正しい理解が浸透してきたと感じるかについては「ど

ちらともいえない」が３割で最も多く、次いで「どちらかといえばそう感じている」

も３割となっている。 

 

（ウ）共生社会を実現させるための取組について 

 ・自分自身が地域の一員としてできると思うことについては、「外出先等で困ってい

る障害のある人を見かけたときに声かけや手助けをする」が８割で最も多い。 

 

 ・今後さらに力を入れるべき取組については、「安全で快適な道路や歩道の整備、建

物や交通機関のバリアフリー化を進める」の７割が最も多い。 

５



 
 

 

「（次期）北九州市障害者支援計画」の策定について 

１ 計画の性格・位置づけ 

（１）本市における障害福祉施策に関する計画 

現行の「北九州市障害者支援計画」の計画期間が令和５年度で終了することから、国の動向など

を踏まえた令和６年度を初年度とする新たな「北九州市障害者支援計画」を策定し、今後の本市に

おける障害者施策の推進のための指針とするもの。 
 

（２）基本計画での位置づけ 

市の基本構想・基本計画に基づく障害福祉分野の計画 
 

２ （次期）北九州市障害者支援計画の概要 

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

 

３ 計画の策定について 

（１） 北九州市障害児・者等実態調査の調査結果、国の定める第５次障害者基本計画や、障害福祉

計画及び障害児福祉計画に係る基本指針を踏まえ、本市の実情を反映させたものとする。 
 

（２） 「北九州市障害者施策推進協議会」等や障害者団体などからの意見を聴取し検討を進めてい

く。 
 

４ 計画策定のスケジュール（予定） 

 ○（次期）北九州市障害者支援計画（素案）の作成   ・・・～令和５年１１月 

 ○ 保健福祉委員会への報告（計画素案）    ・・・ 令和５年１２月 

 ○ パブリックコメントの実施      ・・・ 令和５年１２月～ 

○ 保健福祉委員会への報告（パブコメ結果、計画最終案） ・・・ 令和６年 ３月 

 ○ 計画の実施         ・・・ 令和６年 ４月～ 

○ 本会議への報告（計画）      ・・・ 令和６年６月議会 

（次期）北九州市障害者支援計画（仮称） 

○ 「市町村障害者計画」と「市町村障害福祉計画」及び 

「市町村障害児福祉計画」を包含（※計画期間については検討予定）

 

 

市町村障害福祉計画 

○ 第７期 令和６年度～令和８年度 

○ 障害者総合支援法に基づく障害福祉サ

ービス、相談支援、地域生活支援事業

の提供体制等を規定 

市町村障害児福祉計画 

○ 第３期 令和６年度～令和８年度 

○ 児童福祉法に基づく障害児の支援の提

供体制等を規定 

市町村障害者計画 

○ 計画期間：令和６年度～令和１０年度（※期間は検討予定） 

○ 本市の将来の障害者施策を推進するための基本計画と位置づけ、

障害福祉全般（福祉サービス、防災対策、雇用、社会参加等）に

ついて幅広い分野の事項を規定 

○ 障害計画の事業目標の設定

連 携

※国において、「障害福祉

計画」と「障害児福祉計画」

の計画期間については、こ

れまでどおり３年を基本

としつつ柔軟な設定をす

ることを可能とする方向

で調整中。 

６



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月

委員会 委員会

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

素案
★

市政たより
掲載依頼

市政たより

★

令和５年度障害者施策推進協議会スケジュール（予定）

令和５年 　４月～５月 第１回 次期支援計画案の検討

　７月 第２回 次期支援計画案の検討

　８月 第３回 次期支援計画案の検討、現行計画の実施状況

１１月 第４回 次期支援計画素案の承認

令和６年 　１月 第５回 次期支援計画最終案の承認

　３月 第６回 現行計画の進捗管理　

策定

関係団体等意見聴取

障害者支援計画

パブリックコメント

その他見直し

計画検討
（その他協議会等での協議の実施）

次期北九州市障害者支援計画策定スケジュール（予定）

令和５年度

事務局

議会

障害者施策推進協議会 ◎
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基本理念 横断的視点 基本目標 分野 主な成果 ※増加率はＨ３０とR３比較 課題

北九州市障害者計画（平成３０年度～令和５年度）の成果と課題

１．生活の支援

・障害福祉サービスの充実
　（居宅介護等＋18％、生活介護＋８％、共同生活援助＋２５％）

・障害者自立支援協議会の活性化（R２）
　（「相談支援部会」「地域ネットワーク部会」「権利擁護部会」に再編）

・発達障害児・者への支援の充実
　（協議会設置R1、早期支援システム研究事業の実施 R１～）

・障害のある子どもへの支援の充実（放課後等デイサービス＋43％）

・意思決定を支える環境づくり

・障害福祉サービスの質の向上、従事者の処遇等の改善

・発達障害児・者支援における早期発見・早期支援の取組み充実、ライフ
ステージを通じた切れ目ない支援の拡充

・ケアラー支援（ヤングケアラー含む）、重層的支援、孤独孤立対策、ひきこ
もり対策

障
害
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず

、
す
べ
て
の
市
民
が

、
互
い
の
人
格
や
個
性
を
尊
重
し
な
が
ら

、

安
心
し
て
い
き
い
き
と
暮
ら
す
こ
と
の
で
き
る
共
生
の
ま
ち
づ
く
り

〜

障
害
が
あ
っ
て
も
一
人
の
市
民
と
し
て

、
自
分
ら
し
く
生
活
で
き
る
地
域
社
会
の
実
現
〜

〇
　
計
画
的
か
つ
実
効
性
の
あ
る
取
り
組
み
の
推
進

〇
　
障
害
特
性
に
配
慮
し
た
き
め
細
か
い
支
援

（
一
人
ひ
と
り
に
応
じ
た
個
別
的
な
支
援

）

〇
　
当
事
者
本
位
の
総
合
的
な
支
援

（
障
害
を
通
じ
た
切
れ
目
の
な
い
支
援

）

基本目標Ⅰ

安心して暮ら
しすための支
援体制の整
備

２．保健・医療の推進

・総合療育センターの再整備（H３０）

・自立支援医療等の給付
　（自立支援医療＋５％、重度障害者医療▲８％、特定医療＋５８％）

・精神保健福祉体制の強化（H30精神保健福祉課（現：精神保健・地域移行推
進課）の設置）

・医療的ケア児支援の強化
　（協議会設置R1、レスパイトR2、コーディネーターR3）

・リハビリテーション関係者のネットワークの構築　（市内全域に協議会設置
R3）

・総合療育センターの機能強化

・精神科救急患者の受入れのための空床確保や医師の確保

・コロナ禍で見えた課題（入院、サービス継続、社会参加等）への対応

・北九州地域医療的ケア児支援協議会の議論を踏まえた取組の推進

・リハビリテーション関係者の人材育成

・難病法改正への対応

３．地域包括ケアシステムの構築
（地域生活支援、相談体制の充実）

・相談支援体制の充実
　（基幹相談支援センター体制強化、計画相談支援＋１１％）

・地域生活支援拠点の整備（R２～）

・難病相談支援センター、発達障害者支援センター、高次脳障害など
家族会、ピアカウンセリング等も活用し様々な相談体制を整備

・触法障害者支援モデル事業の実施（H30～R２）

・地域リハビリテーション支援センターの設置（R3.4月）及び地域リハビリ
テーション協力機関の登録（R3.8月）

・基幹相談支援センターを中心とした相談支援体制（ネットワーク等）の充
実

・地域生活支援拠点の機能のさらなる整備

・グループホームを始めとする地域生活を支える障害福祉サービスの充実

・強度行動障害の支援体制の構築

・地域リハビリテーション協力機関の充実

４．教育の振興
（インクルーシブ教育システムの推進）

基本目標Ⅱ

豊かな社会
生活と自立
の支援

５．就労の支援、雇用の促進及び
　　経済的支援の推進

・障害者しごとサポートセンターでの相談体制の強化（件数＋５９％）

・障害福祉サービスの充実
　（就労移行利用＋１１％、就労継続A型利用＋１３％、B型利用＋２５％）

・一般就労の増加（人数＋３１％）

・市役所での障害者施設からの発注の推進（金額＋１２％）

・特別障害者手当（人数＋２％）、特別児童扶養手当（人数＋１５％）、障害
基礎年金（人数＋６％）

・新たなアセスメントの仕組み（就労選択支援制度）による、一般就労への
移行促進

・短時間勤務への対応（週10時間以上20時間未満）

６．芸術文化活動・スポーツ等の振興

・障害者福祉会館等における芸術・文化講座の開催（利用者▲４４％）

・障害者芸術祭や市役所かがやきアートギャラリー作品展示
　（応募作品＋２０％）　（東アジア文化都市北九州2020 21開催時には作品
展拡充）

・障害者スポーツセンターの運営（利用者▲７２％）

・車いすバスケットボール大会、障害者スポーツ大会、ふうせんバレー
ボール大会の開催

・コロナ禍で減少した障害福祉会館等における、講座開催数及び利用者
数の回復

・コロナ禍での自粛したスポーツ大会や障害者スポーツセンターの利用者
回復

・東京２０２０パラリンピックのレガシーの継承

・特別支援教育を行う場の整備、充実
（特別支援学級数　Ｈ３０　３６２学級→Ｒ３  ３９２学級、
　通級学級数　    　Ｈ３０　　３６学級→Ｒ３  １３８学級）

・特別支援教育相談センター等での支援体制の充実
（相談件数　H３０　2,252件→Ｒ３　2,451件）

・個別支援計画の作成（H３０　９４％→Ｒ３　１００％）

・専門的な指導ができる教職員育成
（外部専門家派遣件数　H３０　４８２件→Ｒ３　５２４件）

・学校での医療的ケア児支援

・ＩＣＴ機器等の活用による指導・支援の推進

・早期支援の推進

・特別支援教育を担う教師の専門性向上

1/2
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基本理念 横断的視点 基本目標 分野 主な成果 課題

・障害者週間やバリアフリーウィーク等での啓発事業の実施 ・さらなる普及啓発の推進

障
害
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が
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生
の
ま
ち
づ
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〜
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が
あ
っ
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も
一
人
の
市
民
と
し
て

、
自
分
ら
し
く
生
活
で
き
る
地
域
社
会
の
実
現
〜

７．生活環境の整備
（障害のある人に配慮したまちづくり）

・公共施設、道路のバリアフリー化の推進
　（障害者団体と連携したバリアフリー化意見交換会の実施９施設）
  （特定道路のバリアフリー化率＋３％（94→97％））

・公共交通のバリアフリー化の推進
　（ノンステップバス台数：市営＋２５％、民間＋９％）
　※市営スロープ付き台数：89％

・重度障害者タクシー助成（利用者▲５％）

・ふくおかまごころ駐車場利用証の交付推進（＋１０％）

・粗大ごみ持ち出しサービスの実施（利用者＋20％）

・店舗、ホテル、共同住宅、道路、公共交通、学校等へのバリアフリー化の
促進

〇
　
計
画
的
か
つ
実
効
性
の
あ
る
取
り
組
み
の
推
進

〇
　
障
害
特
性
に
配
慮
し
た
き
め
細
か
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（
一
人
ひ
と
り
に
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じ
た
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別
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支
援

）
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当
事
者
本
位
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総
合
的
な
支
援

（
障
害
を
通
じ
た
切
れ
目
の
な
い
支
援

）

基本目標Ⅲ

人権の尊重
と共生社会
の実現

８．情報アクセシビリティの向上
（意思疎通支援の充実）

・手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者通訳の派遣（▲９％）

・補聴器、意思伝達装置等の購入費の支給（▲１２％）

・視覚障害者用、聴覚障害者用図書作製及び貸出（＋２％）

・災害・避難情報の提供

・選挙公報の点字版及び音訳版を製作・配付

・パソコンサポーターの派遣

・ICT化への対応

・当事者への民間サービスの周知（アプリ、電話リレーサービス）

・遠隔手話等などによる行政窓口の意思疎通支援の充実

・お知らせ等への合理的配慮の推進

・選挙公報（点字・音訳版）の必要な方の把握が難しい

９．安全・安心の実現
（防災・防犯、消費者保護）

・災害・避難情報の提供（登録制の緊急情報の提供）

・みんなde Bousaiまちづくり推進事業

・福祉避難所の整備（＋２０％）

・避難行動要支援者への避難支援（R３から相談支援専門員が作成支援）

・個別避難計画の策定推進

・福祉避難所との連携

１０．差別の解消、権利擁護の推進及
び
　　虐待の防止

・障害者差別解消法・条例に基づく相談体制の整備（相談件数▲４２％）

・障害者差別解消支援地域協議会での協議

・普及啓発の推進
　（出前講演、ヘルプマーク２，３００枚配布、交通機関でのPR）

・障害福祉サービス事業所等での虐待防止の推進

・成年後見制度の利用促進（R4から後見人等への報酬助成の対象拡大）

・改正障害者差別解消法への対応（条例改正、事業者の合理的配慮義務
化）や普及啓発の推進

・市役所等の行政窓口での合理的配慮の推進

・手話言語の継承

・読書バリアフリー法に対応した市立図書館との連携

１１．広報・啓発の推進
（障害のある人に対する理解の促進）
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令和４年度 

北九州市健康づくり及び食育に関する実態調査の実施結果等について 

 

１ 目的 

「第二次北九州市健康づくり推進プラン（平成 30 年度～）」及び、「第三次 

北九州市食育推進計画（令和元年度～）」の計画期間が令和 5 年度に終了する 

ため、現計画の進捗状況の評価及び次期計画策定のための基礎資料を得ること 

を目的に実施。 

 

2 実施期間 

令和４年１０月１日～３１日 

 

3 実施方法 

(1)対象 

日本国籍をもつ市民 10,000 人（住民基本台帳から年代別に無作為抽出） 

(2)回答方法  

郵送回答またはインターネット回答 

(3)郵送及び回収状況 

年齢 発送数(人) 有効回収数(人) 有効回収率(％)

0～6 歳（未就学児）※ 800 
1,600 651 40.7

7～12 歳（小学生）※ 800 

13～18 歳（中高生等） 1,200 1,200 319 26.6

19 歳・20 歳代 1,600 

7,200 2,272 31.6

30 歳代 1,300 

40 歳代 1,100 

50 歳代 1,100 

60 歳代 1,100 

70 歳代以上 1,100 

合 計 10,000 3,242 32.4 

            ※0～6 歳（未就学児）及び 7～12 歳（小学生）は保護者による回答 

 

4 調査分野 

〇 基礎項目  （年齢、性別、身長・体重、家族構成、職業、収入など） 

〇 健康づくり （健康管理、運動 、栄養 ・休養、睡眠、喫煙、飲 酒 、歯・口腔 など） 

〇 食育     （食生活、食の安全、地産地消など） 

 

5 調査結果 

    ※各計画の現状・課題の中で報告 

１０



 

北九州市健康づくり推進プラン 

実態調査結果などからみる現状・課題 

 

現計画スローガン 「オール北九州で健康(幸）寿命を延伸する～元気で Go！

Go！ プラス 2 歳へスクラムトライ！～」のもとに、3 つの基本目標を設定し、達成度

を判断するために、６３項目の指標を定め、ポピュレーションアプローチ、ハイリスクア

プローチの観点から、健康づくりに関する取組みを推進してきた。 

 

１ 指標の達成状況（最終評価結果） 

第二次北九州市健康づくり推進プランで掲げた基本目標、施策の方向性及び

基本施策に対する取組内容を振り返り、今後充実・強化すべき取組みや取組みを

行ううえでの課題について考察することを目的に、「健康づくり及び食育に関する

実態調査」、「衛生統計年報」、各種健康診査結果などをもとにデータ収集し、指標

の達成状況を確認した。 

 

(1)評価方法 

基本目標の達成度を判断するために分野毎に設定した指標については、目標 

値と照らし合わせた変化や、計画策定時（ベースライン値）と直近値の比較による 

数値変化を確認し、ＡＢＣＤＥの５段階で評価を行った。ただし、具体的な目標値 

を設定しておらず「増加傾向」といった目標の方向のみが示されている指標は、Ｂ 

CＤの３段階のみの評価とした。 

 

【図表１】評価基準 
区分 評価内容 主な判断基準 

A 目標達成 目標値以上 

B 
目標値に近づ

いた（改善） 

ベースライン値から現状値までの数値変化の割合

（増減率）が、指標の方向に対して、＋５％超 

C 変化なし 増減率が指標の方向に対して±５％以内 

D 
目標から離れ

た（悪化） 
増減率が指標の方向に対して−５％超 

E 評価困難 増減率の比較ができない等により評価が困難 

 

(2)評価結果  ※詳細は【図表２、３】のとおり 

〇 全指標 63 項目の内、 

目標に達した項目【A】 ９項目（１４％）、改善傾向【B】 13 項目（21％）、 

変化なし【C】 ２０項目（３２％）、悪化している【D】  １６項目（25％） 

ベースライン値がない等の理由で評価困難【E】 ２項目（3％）であった。 
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 【図表２】基本目標ごとの指標の達成状況 

※ 全指標数（63 項目）に対する割合、３項目は集計中 

【図表３】指標変化の状況（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅰデータヘルスの推進  Ⅱ健康格差の縮小 Ⅲ 

健
康
な
ま
ち
づ

く
り
の
推
進 

合計（割合※）

健
康
管
理
・
そ
の
他 

栄
養
・
食
生
活 

身
体
活
動
・
運
動 

休
養
・
こ
こ
ろ 

喫
煙
・
飲
酒 

歯
・口
腔 

社
会
参
加
・
そ
の
他 

【A】目標達成 − − 1 1 ２ 4 − 1 ９ (1４％) 

【B】改善 − − − 1 3 5 2 2 13 (21％) 

【C】変化なし 3 5 2 − １ 3 5 1 2０(3２%) 

【D】悪化 6 2 − 2 1 1 − 4 16 (25%) 

【E】評価困難 − − − − − − − 2 2 ( 3%) 

合計 9 7 3 4 7 13 7 10 60 (95%) 

【A】 目標達成 

〇運動習慣者の割合の増加 （成人、高齢者） 

〇未成年者の喫煙をなくす   〇受動喫煙の割合の減少 

〇歯科・口腔関連 

・歯科健診受診率の向上 （妊産婦、１歳６か月児、３歳児） 

・歯周病（進行した歯肉炎の所見）を有する者の割合の減少（20 歳代、60 歳） 

・80 歳で 20 歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加 

〇悩みやストレスを相談することが恥ずかしいと思う者の割合の減少 

〇市民主体の健康づくり（地域で Go!Go!健康づくり）実施数の増加 

【D】 悪化 

〇若者健診・各種がん検診の受診率 

〇有所見者(高血圧症の患者・脂質異常症の者・血糖コントロール不良者 )の割合の減少

〇年間新規透析導入患者数の割合の減少 （市国保加入者 千人当たり） 

〇肥満傾向の児・者の減少 

〇主食・主菜・副菜を組み合わせたバランスの良い夕食をとる児・者の割合の増加 

〇過度な飲酒をする者の割合の減少 （男性、女性） 

〇40 歳で未処置歯を有する者の割合の減少 

〇睡眠による休養を十分にとれていない者の割合の減少 

〇心理的苦痛を感じている者の割合の減少 

〇地域との交流を楽しんでいる者の割合の増加（４０歳以上） 

〇健康づくりや介護予防のために取り組んでいる高齢者の割合の増加 

〇健康づくり推進員・食生活改善推進員が関わる活動への参加者の増加 
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２ 実態調査結果の傾向と結果からみる課題 

〇 歯科・口腔関連の指標（「歯科健診受診率の向上」、「80 歳で 20 歯以上の 

自分の歯を有する者の割合の増加」など）や「市民主体の健康づくり（地域で

Go!Go!健康づくり）実施数の増加」などにおいて、目標を達成した。 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響（外出・受診控え等）を大きく受けた一部の  

指標、「特定健診やがん検診の受診率の向上」、「有所見者（高血圧症の患者・脂

質異常症の者・血糖コントロール不良者）の割合の減少」、「肥満傾向の児・者の減

少」、「過度な飲酒をする者の割合の減少」、「睡眠による休養が十分取れていない

者の割合の減少」などが悪化していた。 

〇 これらのことから、引き続き、健康管理（健（検）診受診）、栄養・食生活、 

身体活動・運動、休養・こころ、喫煙・飲酒等、健康増進に寄与すると考えられる

生活習慣の改善、生活習慣病の発症予防及び重症化予防に関する取組みを推

進する必要がある。 

 

３ 健康寿命の延伸について 

〇 スローガンである健康寿命の延伸については、平成２２年から令和元年まで

に、男性３．４８年、女性３．４３年増加した。 

〇 本市の健康寿命は、全国平均に比べて、平成２２年は、男性が１．９６年、女性が

１．４２年短かったのに対し、令和元年は、男性０．７４年に縮小し、女性は０．２５年

長くなった。 

〇 平均寿命と健康寿命の差（日常生活に制限のある「不健康な期間」）について

も、平成２２年から令和元年までの 9 年間で男性１．８９年、女性２．５７年短縮

することができた。 

 

【図表４】健康寿命（全国平均との比較） 
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【図表５】平均寿命と健康寿命の差（北九州市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 今後の方向性 

〇 現計画スローガン 「オール北九州で健康(幸）寿命を延伸する ～元気で

Go!Go! プラス 2 歳へスクラムトライ!～」のもとに、さまざまな取組みを行い、

健康寿命を延伸し、平均寿命と健康寿命の差（日常生活に制限のある「不健康

な期間」）を短縮することができた。 

  〇 最終評価結果では、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた健（検）

診受診率の伸び悩みや有所見者(高血圧症の患者・脂質異常症の者・血糖コン

トロール不良者)の増加、肥満傾向の児・者の増加など、一部の指標において悪

化が見られた。 

  〇 また、少子化・高齢化による総人口・生産年齢人口・年少人口の減少や独居世 

帯の増加、女性の社会進出、高齢者の就労拡大などによる社会の多様化、デジ 

タルトランスフォーメーション（DX）の加速、次なる新興感染症も見据えた新しい 

生活様式への対応の進展などの社会の変化も予想されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の課題や社会の変化をふまえ、全ての市民が健やかで心豊かに生活

できる持続可能な社会の実現を目指し、以下の視点で計画を策定し、引き続

き、健康寿命の延伸、「不健康な期間」の短縮を図る。 

 引き続き、生活習慣の改善、生活習慣病の発症予防及び重症化予防

に関する取組みを推進 

 社会の変化に対応できるよう、個人の特性をより重視した最適な支援

やアプローチを実施 

 平時から心身の健康を保つために、予防・健康づくりの取組みを強化 
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北九州市食育推進計画 

実態調査結果などからみる現状・課題 

 

現計画では、市民一人ひとりが、健康な心身と豊かな人間性を育み、生涯にわたっ

て生き生きと暮らすことができる社会の実現を目指し、市民一人ひとりの実践支援や

食にまつわる社会環境の整備、食の循環と食の安全・安心などについて、３つの柱を

掲げて食育の推進に取り組んできた。 

 

１ 指標の達成状況（最終評価結果） 

第三次北九州市食育推進計画で掲げた基本理念、政策の柱と方向性及び施策に

対する取組内容を振り返り、今後充実・強化すべき取組みや取組みを行ううえでの課

題について考察することを目的に、「健康づくり及び食育に関する実態調査」などをも

とにデータ収集し、指標の達成状況を確認した。 

 

(1)評価方法 

政策の達成度を判断するために政策の柱毎に設定した指標について、目標 

値と照らし合わせた変化や、計画策定時（ベースライン値）と直近値の比較による 

数値変化を確認し、ＡＢＣＤＥの５段階で評価を行った。 

 

【図表１】評価基準 
区分 評価内容 主な判断基準 

A 目標達成 目標値以上 

B 
目標値に近づ

いた（改善） 

ベースライン値から現状値までの数値変化の割合

（増減率）が、指標の方向に対して、＋５％超 

C 変化なし 増減率が指標の方向に対して±５％以内 

D 
目標から離れ

た（悪化） 
増減率が指標の方向に対して−５％超 

E 評価困難 増減率の比較ができない等により評価が困難 

 

(2)評価結果  ※詳細は【図表２】のとおり 

〇 全指標１３項目（対象別１８項目）の内、 

目標に達した項目【A】 ２項目（１１％）、改善傾向【B】 ３項目（１７％）、 

変化なし【C】 ８項目（４４％）、悪化している【D】  ５項目（２８％） 

ベースライン値がない等の理由で評価困難【E】 ０項目（０％）であった。 

    全体として目標達成、改善傾向、変化なしで全体の７割以上を占める。 
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【図表２】指標変化の状況 

 

 

 

 

 

２ 実態調査結果の傾向と結果からみる課題 

【食育への関心】 

食育に関心のある者の割合は 74.8％で、前回の調査結果（77.9％）よりやや

低下しているものの、変化は見られなかった。男性は女性に比べ、関心がない

者の割合が多くなっている（男性：31.３％、女性：13.9％）。 

【食生活改善の意識と実践】 

「生活習慣病予防や改善のため、食生活に気をつけている者の割合」は、

76.5％と取組みの目標を達しているが、若い世代の朝食をほぼ毎日食べる者

の割合は低下しており、主食・主菜・副菜をそろえて食べる日がほとんどないと

した者が増加している。 

【A】 目標達成 

〇生活習慣病予防や改善のため、食生活に気をつけている者の割合 

〇食品を捨てる量（生ごみ）を減らすために行っていることがある者の割合 

【B】 改善傾向 

〇健康に悪影響を与えない食品の選び方や調理についての知識 

 （20 歳以上、30 歳代男性） 

〇健康づくりを推進する飲食店等食品関連事業者の増加※R５.1 末現在 

【C】 変化なし 

〇朝食をほぼ毎日食べる者の割合（幼児、小学生、中学生） 

〇野菜を 1 日 2 回以上食べている者の割合 

〇主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を 1 日２回以上ほぼ毎日食べる者の割合

（20 歳以上、20～30 歳代） 

〇食育に関心がある者の割合 

〇市内産・県内産を買うようにしている者の割合 

【D】 悪化 

〇朝食をほぼ毎日食べる者の割合（20～30 歳代男性） 

〇1 日あたりの食塩摂取目標量が 8g 未満であることを知っている者の割合 

〇ゆっくりよく噛んで食べる者の割合 

〇食品購入時に栄養成分表示等を参考にしている者の割合 

〇食生活改善推進員が取組む活動への参加者数の増加 
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特に、働きざかりの男性でバランスの良い食事を食べる者の割合が低くなって

おり、40 歳代男性の約半数が、野菜の摂取がかなり足りないと感じている。 

【食塩の摂取】 

食塩摂取について、目標量を知っている者の割合は 39.8％と、前回 56.6％

より低くなっている。年代が上がるにつれて、食事の際に塩分を控えている者

の割合は増加している。女性より男性で控えていない者が多く、20～30 歳代

男性については、控えていない者が約 6 割と多い。 

【食品の選択や購入】 

外食や市販の弁当、総菜などをよく利用する割合は 16.7％と、前回の 13.9％

より増加している。食品を購入する際に重視する点として、「価格」や「鮮度」、

「好み」とする割合は半数以上であり、「栄養価」を重視する人の割合 24.1％と

低い。「食品を購入する際に栄養成分表示を参考にしている者の割合」は若い

世代ほど、その割合が低くなっている（20 歳代 36.0％）。 

   【環境への配慮や食品の安心・安全への意識】 

     20 歳以上の 92％が生ごみを減らす実践をしており、実践内容として購入時

の量や消費までの期限の確認、調理の際の水切りとなっている。 

    また、食品の安全性に関する知識がある者の割合は、年代が上がるほど高くな

る傾向がみられる。 

【健康な食生活の妨げとなっているもの】 

健康な食生活の妨げとなっているものとして、面倒くさい（33.1％）、仕事が忙

しくて時間がないこと（31.３％）、金銭的余裕がないこと（22.2％）が多くなって

いる（19 歳以上）。 

【食環境の整備について】 

新型コロナウイルス感染拡大の影響（外出自粛、会食の制限等）等を受け、健康

づくりを推進する飲食店等食品関連事業者数は、登録廃止の申請があるもの

の、順調に増加している。また、食生活改善推進員の活動の縮小等により、取組

む活動への参加者数は減少している。 

 

 〇 全体として、若い世代や働き盛り世代、特に男性において食事のバランスの

偏り、食への意識、関心の低さがみられる。 

 

〇 これらのことから、引き続き、市民一人ひとりが様々な経験を通じて「食」に

関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活が実践できるよう

「食育」の取組みを推進する必要がある。 
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３ 今後の方向性 

〇 高齢化が進行する中で、健康寿命の延伸や生活習慣病の予防が課題であり、

栄養バランスに配慮した食生活の重要性は増している。 

〇 市民の暮らしの在り方も多様化し、新型コロナウイルス感染症の影響や世界情

勢の変化による食品流通の混乱などにより、食への意識や価値観、行動が変化

し、健全な食生活を実践することが困難な場面も増えてきている。 

〇 食育はSDGｓ「持続的な開発目標」の全ての目標の達成に寄与するものである。

健全な食生活の実現や環境と調和のとれた生産と消費の推進、それにともなう

地域社会の活性化など、次世代へ繋ぐ持続可能なフードシステムの構築に向け

た取組みの視点が必要である。 

〇 また、「新たな日常」の中でも食育の推進が図られるよう、ICT や社会のデジタ

ル化の進展に対応した取組みを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の課題や社会の変化をふまえ、市民一人ひとりが、食育に関心を持

ち、誰ひとり取り残すことなく、健康な心身と豊かな人間性を育み、生涯にわ

たって生き生きと暮らすことができる持続可能な社会の実現を目指し、以下

の視点で計画を策定する。 

 生涯を通じた心身の健康を支える食育の推進 

 持続可能な食を支える食育の推進 

 「新たな日常」やデジタル化に対応した食育の推進 
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次期北九州市健康づくり推進プランの策定について 

平成３０年度末に策定した現行の「第二次北九州市健康づくり推進プラン」が令和

５年度で終了することから、これに続く新たな計画を策定し、次世代を担う子どもや

若者をはじめとするすべての市民が、社会とのつながりの中で、健やかで心豊かに生

活できる幸福な社会の実現を図る。 

１ 計画の位置づけ 

〇 市民の健康増進を総合的に推進することを目的とした健康増進法第８条 

第２項の規定に基づく市町村健康増進計画 

〇 市の基本構想・基本計画に基づく健康づくりの分野別計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

    令和６年度～令和１１年度 （６年間） 

３ 計画の策定について 

〇 計画の策定にあたっては、健康づくりに関する識見や専門知識を有する者、 

市民その他関係者で構成する「北九州市健康づくり懇話会」から幅広い意見を聞 

きながら検討を進め、計画書の素案を作成する。 

４ 策定スケジュール（予定） 

 〇 令和５年度中         「健康づくり懇話会」を５回程度開催 

 〇 令和５年１１月～１２月  次期プラン（素案）を報告 常任委員会 

 〇 令和５年１２月頃         〃            社会福祉審議会 

パブリックコメントの実施 

 〇 令和６年３月        常任委員会で次期プラン（パブコメ結果・最終案）を報告 

※令和６年度の社会福祉審議会で計画を報告 
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  令和元年度に策定した現行の「第三次北九州市食育推進計画」が令和５年度で終了

することから、これに続く新たな計画を策定し、市民一人ひとりが、食育に関心を持ち健

全な食生活を実践することによって、健康な心身と豊かな人間性を育み、生涯にわたって

生き生きと暮らすことができる社会の実現を図る。 

 

１．計画の位置づけ 

○ 食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健

康で文化的な国民の生活と豊かで活力ある社会の実現に寄与することを目的と

した食育基本法第 18 条第１項に基づく市町村食育推進計画 

○ 市の基本構想・基本計画に基づく、健康づくりの分野別計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．計画期間 

  令和 6 年度から令和１０年度まで（５年間） 

 

３．計画の策定について 

（１） 策定にあたっては、基本的には国の第 4 次食育推進基本計画を踏まえたものとし、

具体的な項目・内容については、本市の実情に合ったものとする。 

（２） 食育関係者、関係団体、食育に関する識見や幅広い見識を有する者等関係者で構

成する「北九州市食育推進懇話会」から幅広い意見を聴取しながら検討を進め、

計画素案を作成する。 

 

４ 策定スケジュール（予定） 

 〇 令和５年度中         「食育推進懇話会」を５回程度開催 

 〇 令和５年１１月～１２月  次期プラン（素案）を報告 常任委員会 

                                    社会福祉審議会 

 〇 令和５年１２月頃     パブリックコメントの実施 

 〇 令和６年３月        常任委員会で次期プラン（パブコメ結果・最終案）を報告 

※令和６年度の社会福祉審議会で計画を報告 

次期北九州市食育推進計画の策定について 
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次期データヘルス計画の策定について 

 

平成３０年度に策定した現行の「北九州市国民健康保険第二期保健事業実施計

画（データヘルス計画）」が令和５年度で終了することから、これに続く新たな計画を

策定し、生活習慣病発症予防及び重症化予防に取り組み、国保加入者の健康保持

増進を図ることで、健康寿命の延伸、ひいては医療費の適正化を目指す。 

 

１ 計画の位置づけ 

〇 国民健康保険法第 82 条第 4 項の規定による「国指針」に基づき策定 

〇 「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づく「第四期特定健康診査等実施計 

画」を包含するもの 

〇 次期「北九州市健康づくり推進プラン」や「北九州市いきいき長寿プラン」をはじ

めとする関係計画等との整合性を図る 

 

２ 計画期間 

   令和６年度～令和１１年度 （６年間） 

 

３ 対象 

  北九州市国民健康保険被保険者全員 

 

４ 内容 

〇 健診・レセプト情報等のデータ分析に基づく効率的・効果的な保健事業を

PDCA サイクルで実施するための事業計画 

（P：計画 Ｄ：実施 Ｃ：評価 Ａ：改善） 

〇 被保険者の現状分析や同規模自治体等との比較分析を踏まえた健康課題を

抽出し、その課題に基づき成果目標を設定 

 

５ 策定スケジュール（予定） 

〇 令和５年４月       計画素案の検討 

〇 令和５年８月頃    国民健康保険運営協議会にて検討状況を説明 

 〇 令和５年１２月     関係部署への意見聴取 

 〇 令和６年２月頃    国民健康保険運営協議会にて計画案報告 

 〇 令和６年３月      常任委員会で次期プランを報告 

※令和６年度の社会福祉審議会で計画を報告 
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